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１．長寿命化を見据えた学校施設の改修計画 

（１）長寿命化改修等の設定条件 
ア．長寿命化改修の考え方 

（ア）長寿命化改修は、目標使用年数の中間期（40 年目）に実施すると設定します。 

（イ）長寿命化改修は、文部科学省国庫補助事業（学校施設環境改善交付金（長寿命化改良事業））の

内容に沿って行います。 

（ウ）長寿命化改修にかかる期間を５年と設定します（躯体の健全性調査及び基本・実施設計：2 年、工

事：3 年）。 

 

イ．大規模改修の考え方 

（ア）大規模改修は、竣工後 20 年目及び 60 年目に実施すると設定します。 

（イ）大規模改修にかかる期間を３年と設定します（基本・実施設計：1 年、工事：２年）。 

 

ウ．部位修繕の考え方 

（ア）構造躯体以外の劣化状況調査により、D 評価の部位の修繕は長寿命化計画策定後の早い時期に

実施し、その後にＣ評価の部位の修繕を実施します。 

（イ）部位修繕にかかる期間を 1 年と設定します。 

 

 

 

第５章 学 校 施 設 の 長 寿 命 化 に向 け た 改 修 計 画
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（２）施設整備の考え方 
改修等の実施の検討段階においては、次の考え方を踏まえて施設整備に取り組みます。 

 

 

 

 

 
〇建物を長寿命化するか改築するかの最終的な判断は、改修等の実施段階で、コンクリート圧縮強度

や中性化等、躯体が今後３０年以上使用できる状態にあるか詳細な調査（以下「躯体の健全性調査」

という。）を行い、長寿命化の可否を検討します。 

〇長寿命化改修の実施に当たっては、躯体の耐久性を高める工事のほか、機能や性能を学校が求め

られている水準まで引き上げる改修の検討を行います。具体的には、施設のバリアフリー化や多様

な学習内容等に対応した教育環境の整備、避難所としての役割を踏まえた施設整備などを踏まえた

改修の検討を行います。 

〇プール施設は１０年毎に改修を行うことを基本とし、校舎の改築に合わせてプール施設も改築を行い

ます。また、プール施設は使用時期が限られていることや、使用頻度に対する維持管理費用が大き

いため、改修等や、プール施設自体が耐用年数を迎える場合には、学校間での共同利用や、学校以

外の施設のプールの利用検討など、学校施設におけるプール施設の在り方について検討を行いま

す。 

〇受水槽やエレベーター等の設備の改修・更新は、施設の改修等に合わせて行うことを基本とします

が、標準耐用年数を超えて使用され、不具合が頻繁な設備は、保守点検業者による点検結果や、施

設の改修が行われるまでの期間を踏まえ改修を行います。 

〇第２期に改修等の対象施設ではないが、計画期間中に耐用年数を迎える学校施設については、劣

化状況調査、構造診断などを行います。 

〇緊急を要する修繕等が必要となった場合には、適宜判断して対応を行います。 

〇改修等に係る財源確保として、補助金の活用に取り組みます。 

〇学校施設の整備に当たっては、設計や工事を競争入札により発注する手法の他に、DB 方式やリー

ス方式、ＰＦＩ方式など、民間のノウハウを活用して実施する「公民連携手法」の視点も考慮し、発注方

法の検討を行います。 

　　　・DB（デザイン・ビルド）方式 

民間が設計・建設を一括して行い、施設の所有、運営、資金調達については公共が行う方式。 

・リース方式 

民間の資金で施設を整備し、民間から公共へ施設をリースする方式。 

　　　・PFI方式 

Private(プライベート)Finance(ファイナンス)Initiative(イニシアチブ)の頭文字で、民間の資金・技

術・経営ノウハウ等を活用し、公共施設等の設計・建設・維持管理・運営等を行う手法。
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２．改築の優先度 

(１)改築の優先度の考え方 

改築は、築年数が６０年（鉄骨造は５０年）を超えている棟を対象とします。 

長寿命化による耐用年数を８０年（鉄骨造は 70 年）と設定しているため、築年数が６０年（鉄骨造は５０

年）を超えている棟は長寿命化による延命年数が２０年以下となり、コストを低減させる効果が低いため

です。 

対象となる学校は、朝霞第一小学校、朝霞第二小学校、朝霞第三小学校、朝霞第二中学校の４校とな

ります。 

 

(２)改築の優先順位 
２章の「２．学校施設の老朽化状況の実態」の状況や優先度の考え方を踏まえると、優先順位は以下の

とおりとなります。 

改築に当たっては、建物の構造耐力、経年による耐力や機能の低下、立地条件による影響など、建物の

老朽化を総合的に評価（耐力度調査）します。そして、耐力度調査結果を基に改築する棟と長寿命化を行

う棟に分類し、日常の学校運営と工事の両立を可能とする配置計画など、その学校の実情に即した改築

計画を検討していきます。 

また、改築の優先順位については、建物の状況や社会情勢等を踏まえ、計画改訂時に再度検討を行い

ます。 

 

 

 

 

 優先度 学校名 評価結果

 

１位 朝霞第二中学校

・躯体圧縮強度が 13.5（N/㎟）以下の棟があり早急な対応が

必要である。 

・主要棟の全てが築５０年以上経過している。 

・主要棟の多くが健全度３０未満である。

 

２位 朝霞第二小学校

・主要棟の全てが築５０年以上経過している。 

・主要棟の多くが健全度 40 未満である。 

・市の学校施設で最も古い棟がある。 

（001 棟　昭和 34 年建設　築 66 年） 

・校舎が増築を重ねており、バリアフリー対応が困難

 

３位 朝霞第一小学校

・主要棟の全てが築５０年以上経過している。 

・主要棟の多くが健全度 40 未満である。 

・健全度３０未満の棟があり劣化が進行している。 

・築６０年以上の棟が複数ある。（２棟）

 

４位 朝霞第三小学校

・主要棟の全てが築５０年以上経過している。 

・主要棟の多くが健全度 40 未満である。 

・築６０年以上の棟が複数ある。（３棟）
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（改築優先度検討表） 

 

 

1 一小 校舎 002 小学校 校舎 RC 3 626 1961 S36 64 済 済 1999 35.3 改築 C D C B B 40

2 一小 校舎 003 小学校 校舎 RC 3 1,079 1965 S40 60 済 済 2000 24.2 改築 D D D B B 27

3 一小 校舎 020 小学校 校舎 RC 4 3,467 1974 S49 51 済 済 2005 17.5 改築 D D D B B 27

4 一小 校舎 030 小学校 校舎 RC 3 71 1980 S55 45 済 改築 C A A - B 79

5 一小 校舎 029 小学校 校舎 RC 3 1,590 1999 H11 26 新 改築 C C C B B 49

6 一小 体育館 013 小学校 体育館 S 2 805 1972 S47 53 済 済 2007 改築 C C C B B 49

7 二小 校舎 001 小学校 校舎 RC 3 1,227 1959 S34 66 済 済 2002 22.1 改築 C C C B B 49

8 二小 校舎 002 小学校 校舎 RC 3 1,059 1969 S44 56 済 済 2001 23.8 改築 D C D B B 35

9 二小 校舎 003 小学校 校舎 RC 4 1,856 1971 S46 54 済 済 2003 20.5 改築 C D C B C 36

10 二小 校舎 007 小学校 校舎 RC 4 565 1971 S46 54 済 済 2003 20.5 改築 D D C B B 38

11 二小 校舎 021 小学校 校舎 S 1 38 2003 H15 22 新 改築 B C C B - 43

12 二小 校舎 022 小学校 校舎 RC 2 320 2005 H17 20 新 改築 C C B B B 62

13 二小 校舎 023 小学校 校舎 RC 3 110 1980 S55 45 済 済 45.0 改築 C C C B B 49

15 二小 体育館 012 小学校 体育館 S 2 812 1973 S48 52 済 済 2007 改築 B C C B B 52

16 三小 校舎 001-1 小学校 校舎 RC 3 1,003 1963 S38 62 済 済 2003 27.5 改築 D C D B B 35

17 三小 校舎 001-2 小学校 校舎 RC 3 210 1963 S38 62 済 済 2003 27.5 改築 C C C B B 49

18 三小 校舎 001-3 小学校 校舎 RC 3 212 1965 S40 60 済 済 2003 22.9 改築 C C B B B 62

19 三小 校舎 003 小学校 校舎 RC 3 1,095 1968 S43 57 済 済 2002 22.2 改築 C B C B B 59

20 三小 校舎 004 小学校 校舎 RC 3 1,297 1970 S45 55 済 済 2002 18.8 改築 C B C B B 59

21 三小 体育館 013 小学校 体育館 S 2 816 1973 S48 52 済 済 2008 改築 C C C B B 49

22 三小 校舎 015 小学校 校舎 RC 4 1,857 1977 S52 48 済 済 2005 33.9 改築 D C C C C 37

23 四小 校舎 020-1 小学校 校舎 RC 4 9,395 2010 H22 15 新 長寿命 C C C A A 57

24 四小 体育館 023 小学校 体育館 RC 2 1,675 2010 H22 15 新 長寿命 - C C B B 46

25 四小 校舎 024-1 小学校 校舎 RC 2 420 2010 H22 15 新 長寿命 C C A A A 78

26 四小 校舎 024-2 小学校 校舎 RC 2 392 2010 H22 15 新 長寿命 C C A A A 55

27 五小 校舎 024 小学校 校舎 RC 5 11,579 2010 H22 15 新 長寿命 C C C A A 55

28 五小 校舎 025 小学校 校舎 RC 1 565 2010 H22 15 新 長寿命 - C A A A 74

29 五小 体育館 026 小学校 体育館 RC 4 2,131 2011 H23 14 新 長寿命 C C C A A 55

30 六小 校舎 001 小学校 校舎 RC 4 2,870 1971 S46 54 済 済 2004 18.5 長寿命 C C C B C 45

31 六小 校舎 006 小学校 校舎 RC 4 1,485 1972 S47 53 済 済 2004 25.7 長寿命 D C C B C 42

32 六小 校舎 007 小学校 校舎 RC 2 249 1975 S50 50 済 済 30.8 長寿命 C D C B C 36

33 六小 校舎 008 小学校 校舎 RC 4 886 1975 S50 50 済 済 23.4 長寿命 C C C B B 49

34 六小 体育館 009 小学校 体育館 RC 2 819 1975 S50 50 済 済 2008 長寿命 C C C B C 45

35 六小 校舎 014 小学校 校舎 RC 4 1,834 2025 R7 0 新 長寿命 A A A A A 100

36 七小 校舎 001 小学校 校舎 RC 4 2,794 1972 S47 53 済 済 2006 23.2 長寿命 D C C B B 46

37 七小 体育館 006 小学校 体育館 S 2 809 1975 S50 50 済 済 2008 長寿命 C C C A A 55

38 七小 校舎 007 小学校 校舎 RC 4 1,577 1976 S51 49 済 済 2006 26.1 長寿命 C C D C B 33

39 七小 校舎 010 小学校 校舎 RC 4 761 1983 S58 42 新 長寿命 C C C B B 49

40 七小 校舎 012 小学校 校舎 RC 3 503 2005 H17 20 新 長寿命 C C C C B 44

41 八小 校舎 001-1 小学校 校舎 RC 4 2,784 1976 S51 49 済 済 2004 26.9 長寿命 C C D B C 33

42 八小 校舎 001-2 小学校 校舎 RC 4 1,583 1976 S51 49 済 済 2004 26.7 長寿命 D C C B C 42

43 八小 校舎 002 小学校 校舎 RC 4 411 1978 S53 47 済 済 2004 28.2 長寿命 C C C B B 49

44 八小 校舎 012 小学校 校舎 RC 4 786 2008 H20 17 新 長寿命 C C C B B 49

45 八小 体育館 006 小学校 体育館 S 2 840 1976 S51 49 済 済 2008 長寿命 C C C A A 52

46 八小 校舎 013 小学校 校舎 RC 4 1,152 2021 R3 4 新 長寿命 A A A A A 100

- 八小 校舎 014 小学校 校舎 RC 2 509 2021 R3 4 新 長寿命 - - - - - -

47 九小 校舎 001 小学校 校舎 RC 4 3,604 1982 S57 43 新 長寿命 D D D B B 27

48 九小 体育館 007 小学校 体育館 S 2 940 1982 S57 43 新 長寿命 C C C B B 49

49 九小 校舎 008 小学校 校舎 RC 2 1,049 2025 R7 0 新 長寿命 A A A A A 100

50 九小 校舎 009 小学校 校舎 S 4 72 2025 R7 0 新 長寿命 A A A A A 100

51 十小 校舎 001 小学校 校舎 RC 4 8,306 2000 H12 25 新 長寿命 D C C B C 42

52 十小 体育館 002 小学校 体育館 RC 2 1,240 2000 H12 25 新 長寿命 D C C B C 42

53 一中 校舎 026 中学校 校舎 RC 4 7,008 2006 H18 19 新 長寿命 C B B A B 75

54 一中 校舎 027-1 中学校 校舎 RC 4 4,523 2006 H18 19 新 長寿命 B B A A B 88

55 一中
校舎

（武道場）
027-2 中学校 校舎 RC 4 468 2006 H18 19 新 長寿命 B B B A A 81

57 一中 体育館 027-4 中学校 体育館 RC 4 308 2006 H18 19 新 長寿命 B B A A - 79

58 一中 体育館 028 中学校 体育館 RC 2 1,528 2006 H18 19 新 長寿命 C A B A B 83

59 二中 校舎 001-1 中学校 校舎 RC 3 1,218 1965 S40 60 済 済 2004 22.8 改築 D D D B C 22

60 二中 校舎 001-2 中学校 校舎 RC 3 891 1966 S41 59 済 済 2004 24.7 改築 C D B B B 53

61 二中 校舎 001-3 中学校 校舎 RC 2 321 1966 S41 59 済 済 2004 25.9 改築 B D C B - 34

62 二中 校舎 002 中学校 校舎 RC 2 1,502 1967 S42 58 済 済 2004 25.8 改築 D D D B B 27

63 二中 校舎 010 中学校 校舎 RC 3 1,034 1973 S48 52 済 済 2006 15.3 改築 C C C C B 44

64 二中 校舎 011 中学校 校舎 RC 3 591 1975 S50 50 済 済 2005 12.8 改築 D C B B B 59

65 二中 校舎 012 中学校 校舎 RC 2 648 1975 S50 50 済 済 2006 19.0 改築 D C C B C 42

66 二中 校舎 017 中学校 校舎 S 1 35 1983 S58 42 新 改築 C A B B - 70

67 二中 武道場 022-1 中学校 体育館 RC 2 903 1992 H4 33 新 改築 D C C B B 46

68 二中 体育館 022-2 中学校 体育館 S 2 1,328 1992 H4 33 新 改築 D D C C B 33

69 三中 校舎 001 中学校 校舎 RC 4 4,215 1973 S48 52 済 済 2006 13.7 長寿命 C D C B B 40

70 三中 校舎 006-1 中学校 校舎 RC 4 1,062 1976 S51 49 済 済 2006 35.5 長寿命 C D D B B 29

71 三中 校舎 006-2 中学校 校舎 RC 4 1,011 1979 S54 46 済 済 2006 35.5 長寿命 C C C C B 44

72 三中 体育館 005 中学校 体育館 S 2 1,329 1976 S51 49 済 済 2008 長寿命 B C D B B 41

73 三中 武道場 009 中学校 体育館 RC 2 723 1991 H3 34 新 長寿命 D D C B B 38

75 四中 校舎 001-1 中学校 校舎 RC 4 1,878 1977 S52 48 済 済 2006 24.3 長寿命 C C C B C 45

76 四中 校舎 001-2 中学校 校舎 RC 4 2,690 1977 S52 48 済 済 2006 23.5 長寿命 C C D C C 29

77 四中 校舎 009 中学校 校舎 RC 4 773 1982 S57 43 新 長寿命 C D C B C 36

78 四中 体育館 007 中学校 体育館 S 2 1,460 1977 S52 48 済 済 2006 長寿命 C C D B B 38

79 五中 校舎 001-1 中学校 校舎 RC 4 2,152 1978 S53 47 済 済 2005 30.1 長寿命 C D C B B 40

80 五中 校舎 001-2 中学校 校舎 RC 4 2,039 1979 S54 46 済 済 2005 32.1 長寿命 C D C B B 40

81 五中 体育館 002 中学校 体育館 S 2 1,494 1979 S54 46 済 済 2007 長寿命 C C D B C 33

基準 診断 補強
調査
年度

圧縮強

度
（N/㎟）

通し
番号

施設名 建物名 棟番号 構造 階数

延床

面積
（㎡）

学校種
別

建物用
途

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

用途区分 建築年度 耐震安全性 長寿命化判定築年数
(R7年
度
時点）

屋根・
屋上

外壁
内部
仕上

電気
設備

機械
設備

健全度

（100点
満点）西暦 和暦

試算上
の区分

Ａ ：概ね良好
Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化
Ｄ ：早急に対応する必要がある

：築50年以上：築60年以上 ：築40年以上

表 5-1　学校施設の改築の優先度一覧 
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３．長寿命化改修の優先度 

（１）長寿命化改修の考え方 

長寿命化改修の優先度は下記の流れで検討を行いました。 

 

① 健全度による評価 

健全度の算出方法は、P17「（２）構造躯体以外の劣化状況の評価」に準用します。 

健全度が低い（劣化が進んでいる）場合は点数が低くなり、判定がすべて A となる場合は 100 点とな

ります。 

 

② 築年数による評価 

築年数による評価の算出方法は、点数は築 54 年を 0 点とし築 0 年を 100 点として採点しました。こ

れにより、建築年が古い学校は点が低くなります。 

長寿命化を検討するグループの中で最も古い建物は築５４年（六小校舎 001 棟）であるため、この築

年数を基準（０点）としています。 

算出方法は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 長寿命化優先度の判定 

健全度と築年数の評価を勘案して長寿命化改修の優先度を判定すると、P３５の表のとおりとなります。 

優先グループ分けについては、築 40 年以上を最優先としています。これは、築 40 年以上に区分され

る建物の中に、築 48 年～築 43 年と幅があることや、数年で築５０年以上となる建物は、次の計画改訂

時である１０年後には築６０年に迫ることとなり、長寿命化改修工事の実施検討とともに、改築を視野にい

れる必要があるためです。 

 

築５４年を基準年（０点）とし、築０年を１００点とするため、 

１００点÷５４年＝1.851 点　→　1.85 

よって、基準年（築５４年）に対しての築年数の差を、１年あたり 1.85 を乗じて算出します。 

 

（計算例） 

・築５０年の場合 

　　　54－５０＝４　 

よって 

４年×1.85=7.4 点　→　　７点　
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（２）長寿命化改修の優先順位 
２章の「２．学校施設の老朽化状況の実態」の状況や、優先度の考え方を踏まえると、優先順位は以下

のとおりとなります。 

長寿命化改築に当たっては、躯体の耐久性を高める工事のほか、機能や性能を現在の学校が求めら

れている水準まで引き上げる改修（バリアフリー化等）の検討を行います。そのため、劣化状況調査を行

い、改修箇所の検討を行うとともに、改修を効率的に実施できるよう複数棟を一体とした工事計画を検討

していきます。 

また、優先順位については、建物の状況や社会情勢等を踏まえ、計画改訂時に再度検討を行います。 

 

 

 

 

 

 優先度 学校名 評価結果

 

１位 朝霞第三中学校

・優先度 1 位の棟（006-1 棟）があり早急な対応が必要である。 

・最優先グループに校舎棟が全て含まれており、劣化が進行して

いる。

 

２位 朝霞第四中学校

・優先度 2 位の棟（001-2 棟）があり早急な対応が必要である。 

・最優先グループに校舎棟が全て含まれており、劣化が進行して

いる。

 

３位 朝霞第七小学校

・優先度 3 位の棟（007 棟）があり劣化が進行している。 

・主要棟の多くが最優先グループに含まれており、劣化が進行し

ている。

 

４位 朝霞第八小学校

優先度 4 位の棟（001-1 棟）があり劣化が進行している。 

・主要棟の多くが最優先グループに含まれており、劣化が進行し

ている。
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（長寿命化改修優先度検討表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-2　長寿命化改修の優先度一覧 



36

 

 
図 5-１　建物配置図（第一小学校～第五小学校） 
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図 5-２　建物配置図（第六小学校～第十小学校） 
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図 5-３　建物配置図（第一中学校～第五中学校） 
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４．第２期実施計画 

改築及び長寿命化改修の優先順位を踏まえ、第２期の計画期間である令和 8（2026）年度から 
令和 17（２０３５）年度までの１０年間では、下表のとおり取り組むこととします。 

 
 
※財政状況や劣化状況のほか、上位計画の改訂や将来的な施設の方向性の検討結果等に応じて見直し

を行います。  
※第２期に改修等の対象施設ではない学校施設については、建物の劣化状況調査による D 評価の部位

や安全点検報告等で緊急を要する修繕等が必要となった場合には、適宜部位修繕を行います。 
※修繕費用は、直近３年間（令和４（２０２２）年度から令和６（２０２４）年度）の施設等修繕料と小・中学校

施設改修事業の工事請負費（新規事業を除く）の平均値としています。 
※事業費は本計画策定段階での概算費用であるため、事業実施段階で改めて積算等を行います。 

表 5-3　第 2 期の改築等の実施計画 
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５．長寿命化によるコスト試算の検証と効果 

（１）長寿命化のコストの見通し 

文科省のライフサイクルコスト（以下 LCC）プログラムの基本設定に沿って、全棟改築した場合と、全

棟長寿命化した場合の費用を確認したものを次ページ以降に示します。 

令和７年度時点で築 50 年を超えている棟が約 6 万㎡あることから、従来どおり築６０年で改築の場

合（従来型）では、今後 15 年間の整備費用が極端に高額となります。 

また、改築を築６０年から築８０年とした場合（長寿命化型）でも、長寿命化工事を行った棟も築 80 年

の改築時期がすぐに到来してしまい、改築を行う必要が生じてしまいます。そのため、長寿命化する効

果が低く、４０年間の総額費用が高額となるという課題が確認されました。 

 

 

 

 

–

– 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

LCC プログラムの条件  

 

・改築周期・・・改築型（60 年で改築）　長寿命化型（80 年で改築）　 

・改修周期・・・長寿命化改修（40 年で実施）　大規模改修（20 年・６０年で実施）　 

・改築単価・・・鉄筋コンクリート造　809 千円／㎡（朝霞第九小学校校舎増築工事設計価格より算出） 

鉄骨造           710 千円／㎡（鉄筋コンクリート造の約８７％として算出） 

※長寿命化改修単価は、改築単価の６０％ 

※大規模改修単価は、改築単価の２５％ 

・部位修繕・・・Ｄ評価（２年以内に修繕）　Ｃ評価（５年以内に修繕）　 

　※改築、長寿命化、大規模改修の工事開始前 10 年間は部位修繕を実施しない。 

　　　　　　　　　　　　※実施時期について目安とします。 

・工事期間・・・改築（３年間）　長寿命化改修（3 年間）　 

・プール・・・・・改築（60 年で改築）　大規模改修（20 年毎に実施）　塗装改修（10 年毎に実施） 

　　　　　　　　　　　　※プール整備費用はグラフの「その他施設関連費」で計上します。 

 

 ※文部科学省の「学校施設の長寿命化の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書」に付属の「学校施設

の維持・更新コストの試算ソフト」の基本設定により試算しています。
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長寿命化した棟も
築 80 年で改築す
ることになる

図 5-４　従来型 LCC 

図 5-５　長寿命化型（築８０年で改築）LCC 

① 従来型（改築型）　　　　　　

（築 60 年で改築） 

今後 15 年間で改築する

必要がある棟（築 50 年以

上）は約 6 万㎡あります。

このため改築費用が極端

に集中し、今後 10 年間の

LCC（長寿命化改修＋大

規模改修＋部位修繕）は

約 411 億円となります。 

また、今後 40 年間の

LCC は約 1,144 億円とな

ります。 

 

 

② 長寿命化型　　　　　　　　

（築８０年で改築） 

全ての棟を長寿命化し

た場合には、今後 10 年間

の費用（長寿命化改修＋

大規模改修＋部位修繕）

は約464億円となり、上記

従来型（改築型）より 53 億

円増額となります。 

築 50 年以上の棟が多

いため、直近で長寿命化し

た棟にあっても築８０年を

経過する令和３２（2050）

年頃から改築が始まるた

め、長寿命化の効果は低く

なるためです。 

ま た 、 今 後 ４ ０ 年 間 の

LCC は 1,445 億円となり

①改築型より約 301 億円

高額となります。

大規模改修
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③長寿命化型（健全度の低い 4 校

を早期に改築する） 

築年数が高い棟を多数有する 4 校

（第一小、第二小、第三小、第二中）を早

期かつ集中的に改築し、他の学校を長

寿命化型（うち 5 校、三中、四中、七小、

八小、六小を優先）とした案です。　これ

ら 9 校の改築と長寿命化改修を令和２

４（2042）年までに実施して整備費用

の平準化を行います。 

今後 40 年間の LCC は約 1,392 億

円となり、前ページの②長寿命化型より

約 53 億円低減できます。 

しかしながら、第七小、第八小、第六

小は、長寿命化改修の実施から 10 年

～15 年で築 80 年を迎えるため改築を

行うことになり、長寿命化によるコスト低

減が得にくくなっています。

長寿命化した棟
も築80年で改築
することになる

図 5-６　長寿命化型（健全度の低い 4 校を早期に改築する）LCC 

長寿命化改修から改築ま
での期間が 15 年未満の
学校は、長寿命化改修か
ら大規模改修に変更する④長寿命化型（健全度の低い 4 校を

早期に改築し長寿命化改修の一部を

大規模改修にする） 

上記案のうち、第七小、第八小、第六

小の長寿命化改修を大規模改修に変更

しています。長寿命化改修の整備メニュ

ーである機能向上は 10～15 年後の改

築時に行い、従前の機能回復のみ行う

大規模改修を実施します。 

今後 40 年間の LCC は約 1,228 億

円となり、前ページの長寿命化型より約

217 億円、上記案より約 164 億円程度

低減できます。 

 

 

図 5-７　長寿命化型（健全度の低い 4 校を早期に改築する）LCC 

大規模改修
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（２）コスト試算の総評 

総合管理計画では、鉄筋コンクリート造の建物を築６０年から築８０年まで長寿命化することで、対策

費用を平準化し、１年当たりの費用負担を低減させることができ、持続的かつ安定的に公共施設を維

持・管理していくことを掲げています。 

したがって、通常であれば①従来型よりも②長寿命化型が対策費用は低い結果となるはずですが、

実際に試算した結果は逆の結果となっています。これは、学校施設が古い建物が多くあることに起因し

ており、長寿命化を行っても短期間で改築を行う必要があるため、一般的に期待される長寿命化の効

果が発揮できない状況です。 

しかしながら、従来型で改築を進めていくことは、既に築年数が６０年を超えている校舎を保有する

４校をすぐに改築する必要があるなどの課題があります。そのため、④のように、適宜修繕を行いながら

改修等を段階的に実施することで、建物の老朽化と対策費用の平準化をバランス良く進めます。 

 

 

 

 

 

 
改築・改修周期

今後４０年間の対策費用
コスト比較

 総額 平均

 ①従来型 

（改築型）

改築周期 

60 年
約 1,144 億円 約 29 億円/年

 ②長寿命化型 改築周期 

80 年 

長寿命化改修周期

40 年 

大規模改修周期 

20 年・６０年 

約 1,445 億円 約 36 億円/年
従来型に比べ 

約 1.26 倍

 ③長寿命化型 

（4 校早期改築）
約 1,392 億円 約 35 億円/年

従来型に比べ 

約 1.22 倍

 ④長寿命化型 

（4 校早期改築・ 

一部大規模改修）

約 1,228 億円 約 31 億円/年
従来型に比べ 

約 1.07 倍

表 5-4　コスト試算の総評
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（３）長寿命化の効果 

学校施設の長寿命化を図ることで、次に示す様々な効果が期待できます。 

【効果１】財政 

施設の老朽化対策として、長寿命化改修へと転換することで、維持管理・更新にかかるコストを縮

減し、コストを平準化する可能性を高めます。 

適切な時期に長寿命化改修を行うことで、築 80 年まで耐用年数を延ばすことができます。条件が

整えば、改築に比べて、工事期間の短縮や、廃棄物の削減が期待できます。 

【効果２】教育環境 

快適な教育環境をつくることができます。高品質な仕上げ材への変更、高断熱構造など省エネ効

果、給排水設備の更新などが可能になります。 

また、ICT の導入などにより新たな学習内容等に対応することで教育環境を整備することができま

す。 

【効果３】安全性・機能性 

耐震性能や防災機能の強化、防犯設備の導入を行うことで安全な環境をつくることができます。 

また、計画的な維持補修を行うことで、長期間にわたって安全かつ良好な状態を保て、児童生徒

が安心して学校生活を送れる環境を提供できます。 

【効果４】地域とのつながり 

地域のコミュニティ拠点としての役割を強化できます。 

災害時の避難所機能や地域住民が利用しやすい施設としての機能向上が期待されます。 

【効果５】計画的な維持管理への転換 

従来の事後保全型から、予防保全型へと変更することで、施設を効率的に管理し、財政負担の平

準化を行うことが期待されます。  


